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１．はじめに 

 

 日本における交通事故死者数は図-1に示すように平成

19年には5,000人台まで減少するなど近年減少傾向にあ

るとはいえ、いまだ多くの尊い命が失われており、死傷

者数は9年連続して100万人を超えているなど、交通事故

を取り巻く状況は依然として厳しいといえる。 

 そのような状況の中、交通事故が多発する箇所等にお

いて、全国の道路管理者が事故対策を実施し、事故削減

効果を挙げてきている一方で、十分な対策効果が得られ

なかった箇所も存在している。ここで、交通事故（死傷

事故）全体の9割以上は、発見の遅れ、判断の誤り、操

作の誤りといった運転者のヒューマンエラーが関連して

発生している。従って、道路管理者がさらに効果的な事

故対策を実施するためには、運転者のヒューマンエラー 
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図-1 日本の交通事故発生状況（警察庁資料より作図） 
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と道路環境要因との関係を適切に把握することが必要で

ある。 

 本研究では、事故要因をより的確に把握することを目

的に、被験者にアイマークレコーダ（装着者の注視点や

前方風景を記録する装置）を装着させ、走行試験車両

（車両速度、ブレーキ使用量等を記録できる車両）を運

転してもらう走行実験を実施し、注視点などのデータを

もとに運転者の認知・判断・操作の情報を得ることによ

り、ヒューマンエラーとその原因となる道路環境要因と

の関係を把握することを試みた。 

 

２．走行実験の内容 

 

（１）取得したデータ 

 運転者のヒューマンエラーの発生状況を把握するため

に取得したデータを表-1に示す。認知の状況については、

アイマークレコーダによる注視点データから判断した。

操作の状況については、車両の加速度やハンドル操作量、

ブレーキ使用量等のデータにより把握した。また、運転

者の判断の状況等を把握するため、走行実験後にアイマ

ークレコーダの映像を見せながらインタビュー調査を実

施した。加えて、対象箇所を通行する車両の危険な動き

を把握するため、沿道にビデオカメラを設置し、交通の

動きを記録した。 

 

表-1 取得したデータの内容

内容使用機器等取得するデータ

箇所を通行する車両の危険な挙動
（急ハンドル、急ブレーキなど）を記
録。

ビデオカメラ

（対象箇所に設置）

対象箇所を通行する車両の
挙動、危険事象

認知・判断・操作の一連の行動につ
いてインタビューし、被験者がどう判
断したかを記録。

インタビュー調査ドライバーの判断の状況

運転者がどう行動したか（またはしな
かったか）を記録。

試験車両車両の挙動データ（速度、加
速度、ブレーキ使用量 等）

運転者が何を見たか（または見落と
したか）を記録。

アイマークレコーダ運転者の注視点データ

内容使用機器等取得するデータ

箇所を通行する車両の危険な挙動
（急ハンドル、急ブレーキなど）を記
録。

ビデオカメラ

（対象箇所に設置）

対象箇所を通行する車両の
挙動、危険事象

認知・判断・操作の一連の行動につ
いてインタビューし、被験者がどう判
断したかを記録。

インタビュー調査ドライバーの判断の状況

運転者がどう行動したか（またはしな
かったか）を記録。

試験車両車両の挙動データ（速度、加
速度、ブレーキ使用量 等）

運転者が何を見たか（または見落と
したか）を記録。

アイマークレコーダ運転者の注視点データ

 

 
（２）被験者の設定 

 走行試験車両を運転する被験者は20名とし、一般（非

高齢者）10名、高齢者（65歳以上）5名、タクシードラ

イバー（経験年数5年以上）5名とした。運転頻度は各被



験者とも週1日以上である。実験中、被験者には1人当た

り4回対象箇所を走行してもらうこととした。走行時間

は1人当たり約30分である。 
 

３．実験対象箇所の選定 

 

 実験対象箇所の選定に当たり、まず交通事故の発生状

況の傾向を把握し、実験の対象とする事故類型を絞り込

むこととした。図-2は表-2に示す分析区分の定義に従っ

て死傷事故件数を歩行者・自転車・自動車事故に分類し

た結果である１）。また、図-3～5は、歩行者・自転車・

自動車事故それぞれについて市街地・非市街地、幹線・

非幹線、単路・交差点の別に集計した結果である１）。

これらの図より、交差点での右折時事故、出会い頭事故

は死亡・死傷事故ともに多くを占めていることがわかる。

（なお、図-3の歩行者事故には自動車が右左折時の事故

を含む。）ところで、事故多発地点緊急対策事業（平成

8年～14年）実施箇所における事故類型別の事故件数削

減率を見ると、左折時事故及び追突については全体とし

て削減できておらず、これらの事故を削減するためには

事故要因の詳細分析が必要と考えられる。以上のことか

ら本研究では、右折時事故、出会い頭事故、左折時事故、 

表-2 分析区分の定義 

交差点

交差する道路が交わる箇所。横断歩道が設置さ
れている場合は横断歩道部分を含む。また、交
差点付近（交差点の側端から30m以内の道路の
部分）も含む

単路
交差点、踏切、一般交通の場所以外の道路の部
分

市街地
道路に沿って概ね500m以上にわたって建造物が
連立し、建造物及び敷地の占める割合が80%以
上となる地域

非市街地 市街地以外の地域

幹線 一般国道、都道府県道

非幹線 市町村道

幹線非幹線以外
（分析対象外）

高速自動車国道、自動車専用道路、道路運送法
上の道路、農道、林道、港湾道、私道など

自動車事故
車両相互事故のうち、自転車が関係しない事
故、及び自動車単独事故

自転車事故
車両相互事故のうち、自転車が関係する事故、
及び自転車単独事故

歩行者事故
歩行者が関係する事故（歩行者対自転車も含
む）

列車事故（分析対
象外）

列車が関係する事故
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図-2 歩行者・自転車・自動車事故の割合 
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図-3 事故発生状況の傾向（歩行者事故） 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

050100150200250300 0 50 100 150 200 250 300

020,00040,00060,00080,000100,000

幹線道路非幹線道路

交差点

単路

市街地

市街地

非市街地

死傷事故

非市街地

交差点

単路

市街地

市街地

非市街地

死亡事故

出会頭 出会頭

出会頭 出会頭

　　正面衝突　 　　　　　　　　　　　追突

　　出会頭　　　　　　　　            追越追抜時
　　すれ違い時　　　 　　　　　　　 左折時
　　右折時　　　　　　　　　　　　　　車両相互その他

　　駐車車両衝突　　　　　　　　　転倒
　　路外逸脱　　　　　　　　　　　　電柱衝突

　　防護柵等衝突　　　　　　　　　分離帯・安全島衝突
　　その他工作物　　　　　　　　　車両単独その他　　　　　　０

非市街地

出会頭 出会頭

出会頭 出会頭

 
図-4 事故発生状況の傾向（自転車事故） 
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図-5 事故発生状況の傾向（自動車事故） 

 
追突事故に着目し、走行実験を実施することとした。 

 次に、実験対象箇所を選定するため、（財）交通事故

総合分析センターが保有する事故例調査（つくば市及び

その周辺で発生した事故のうち、死亡・重傷事故などの

重大事故を中心に年間約300件を対象として事故要因等

を詳細に調査したもの。）に記載の事故発生過程の情報

をもとに、着目した事故類型のうち特徴的な事故が発生

している箇所を選定した。本稿では、右折時事故及び左

折時事故について走行実験を実施した結果を示す。 

 

４．右折時事故を対象とした走行実験 

 

（１）対象交差点 

 実験対象とした交差点の平面図を図-6に示す。本交差

点は信号を有するＴ字交差点であり、右折車線が2車線、

右折後の車線数が3車線であることが道路構造上の特徴



として挙げられる。事故例調査によると、図に示す位置

で右折車と自転車との事故が2件発生している。2件とも、

右折第2車線（図中イ）から右折をしようとした際に、

併走する車両の動きが気になっていたために、右折先の

横断歩道上を左から横断中の自転車と衝突した事故であ

る。 

 事故例調査の内容を踏まえ、走行試験車両の走行ルー

トは、図-6に示す右折第2車線（図中イ）から右折後第3
車線（図中3）へ入るルートとした。また、走行試験車

両の右折中に左側から歩行者を発生させることとした。 
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図-6 対象交差点 

 
（２）実験結果 

 図-7 及び図-8 は走行実験により抽出された右折時の

ヒューマンエラー（認知ミス）である。運転者は、右折

中（図-7）は併走車を、横断歩道通過中（図-8）は流出

車線を注視し、歩行者を注視していない。 
 歩行者への注意力が散漫になる原因のひとつとして、

右折車線が2車線存在することにより、運転者が併走車

へ傾注してしまうことが考えられる。図-9 は対象交差

点の沿道に設置したビデオカメラの映像から整理した右

折車両の選択経路とその台数である。図-9 より、車両

が錯綜する可能性がある経路ア又はイ→2 を選択する車

両のうち、併走車がいるにもかかわらず2を選択する車

両が 103 台中 34 台存在しており、この状況下では運転

者の意識は併走車へ傾注するために歩行者への注意が散

漫になることが推測される。 
 従って、この交差点の場合、右折2車線という道路構

造が運転者のヒューマンエラーを引き起こし、事故が発

生していると分析される。 
 以上を踏まえ、提案した具体対策を図-10に示す。本 
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図-7 併走車を注視している様子 
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図-8 歩行者（黄色囲）を注視していない様子 
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図-9 車両の選択経路と台数（8時台のデータ） 
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図-10 提案した対策案 

 

実験で抽出されたヒューマンエラーの発生を抑制する対

策としては、歩行者と自動車の錯綜をなくす歩車分離信

号の導入が第一に考えられる。また、右折中の併走車と

の錯綜を抑制するためには、右折レーンを車線別にカラ

ー化し、走行位置を明確に示すことが効果的であると考

えられる。さらに、右折後の進路を明確にした新たな案

内標識の設置も、併走車との錯綜防止のために効果的で

あると考えられる。 

 このほか、歩行者の存在を運転者に注意喚起するため、

横断歩道の前面に自発光式の機器を設置し、歩行者がい

るときに発光するシステムの導入等が挙げられる。 



５．左折時事故を対象とした走行実験 

 

（１）対象交差点 

 対象交差点を図-11に示す。本交差点は、片側3車線

道路と片側1車線道路が交わる十字信号交差点である。

事故例調査によると、本交差点では左折時事故が計5件
発生しており、主な原因として自転車の見落としが挙げ

られている。本研究では、これら5件の左折事故のうち

図に示す事故に着目し、走行実験を行った。 

 なお、走行ルートは図に示すように従道路から左折し

主道路の第1車線に入るルートとし、走行試験車両の左

折に合わせて自転車を左側から発生させることとした。 
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図-11 対象交差点 

 

（２）実験結果 

 図-12は、左折中に自転車を注視していない様子を示

しており、このケースでは被験者は横断歩道通過中に自

転車に気づいている。インタビュー調査では、視線を遮

る障害物（植栽）が危険と思う要因であると回答してお

り、ヒューマンエラーを誘発する道路・沿道環境要因と

して沿道の植栽が挙げられる。 

 また、図-13 及び図-14 は、対向右折車に気を取られ、

自転車への認知が遅れた事例を示している。被験者が左

折する際に対向右折車が同時に流入したため、被験者は

対向右折車に何度も視線を移動している。 

 インタビュー調査では、この被験者は「自転車の予測

を全くしておらず、非常に危険な状況であると感じた」

と回答しており、対向右折車の存在により自転車への注

意が散漫になることが推測される。 

 抽出された事故要因を踏まえ、提案した対策案を図-

15に示す。自転車を注視していないケースへの対策と 

 

図-12 自転車（黄色囲）を注視していない様子 

 

 

図-13 対向右折車を注視している様子 

 

図-14 自転車を注視している様子 

ＮＮ

「横断者注意」の看板

左折導流線の設置

植栽の撤去

 
図-15 提案した対策案 

 

して、植栽の撤去による視認性の向上が考えられる。対

向右折車を気にして自転車の認知が遅れるケースについ

ては、右折直進分離信号または歩車分離信号を導入し運

転者の注視箇所を減らすことが効果的と考えられる。あ

るいは、自転車の存在を運転者へ注意喚起し、注視する

ように促すことが必要であると考えられる。 

 

６．おわりに 

 

 本研究では、右折時事故、左折時事故を対象に走行実

験を実施し、運転者のヒューマンエラーと当該箇所での

道路・沿道環境要因との関係を把握した。さらに、事故

要因を踏まえて事故の削減に効果的と考えられる対策案

を提案した。今後は本研究で提案した事故要因分析手法

の更なる発展へ向けて、現場での事故対策検討箇所と連

携して本手法を適用することにより、要因分析、対策の

実施、実施した対策の効果把握を行い、本手法の有効性

を検証していく予定である。 
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